
｢さらなる対話型株主総会プロセスに向けた中
長期課題に関する勉強会とりまとめ（案）｣

に対する意見募集の結果について
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１．とりまとめ案の概要：現代における株主総会の意義
 大多数の会社においては株主総会の開催前までに各議案に係る決議の趨勢が判明して
いるのが現状。

 さらに、株主総会プロセスにおいては、年間を通じた対話の進展や、IT利用の拡大が進ん
でおり、それらの環境変化を踏まえ、会議体としての株主総会についても検討が必要。

会議体としての株主総会についての複数の見解

i. 株主と取締役等が対面する緊張感の下で決議に向けた審議が行われることが重要。
 決議と一体として行われる討議を重視。

 当日により多くの株主参加を促す。

ii. 株主総会プロセス全体の中で対話が十分行われていることが重要。
 プロセス全体の中で対話が行われることを前提に、当日の会議体としての側面が弱まることを許容。

 当日の株主総会については規模を縮小するといった会社における資源配分の見直しの可能性。

iii. 決議に向けた審議ではなく、株主との良好な関係構築のための対話の場として活用するべき。
 決議に向けた討議の場としてではなく、より一般的なコミュニケーションを重視。

 動画の活用やエンターテイメント性のある株主総会を開催し、株主に向けた自社PRの場として活用。

会議体としての株主総会へのITの活用の一形態である「ハイブリッド型バーチャル
株主総会」の論点整理を行うとともに、会議体としての株主総会についての現在の
実務上の問題点等についても明らかにする。
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１．とりまとめ案の概要：ハイブリッド参加型バーチャル株主総会
 遠隔地等、リアル株主総会の場に在所しない株主が、会社から通知された固有のIDや
パスワードによる株主確認を経て、WEBサイト等で配信される中継動画を傍聴するよう
な形態。

 参加型においては、基本的にインターネット等で傍聴する株主は「出席」していないため、
会社法上の質問や動議はできないが、取締役会で決定するなどし、議長の裁量におい
て参加者から受け付けたコメント等を取り上げることは十分に工夫の余地がある。

 また、インターネット等で傍聴する株主は、当日の決議に参加することはできないため、あ
らかじめ招集通知等で傍聴を案内する際には、事前行使を行うよう促すことが必要。

ハイブリッド参加型バーチャル株主総会

 例えば、インターネット等の手段を用いて参加する株主
が株主総会の会議中にオンラインで質問等を提出でき
る旨をあらかじめ招集通知に記載し、リアル株主総会に
おける審議の中で、合理的な範囲内で、それらを紹介
しコメントすることなどが考えられる。また、リアル株主総
会の審議の中で取り上げられなかった場合でも、後日
WEB上で回答と共に紹介するなどの工夫も考えられる。

（質問の取扱い）
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 遠隔地等、リアル株主総会の場所に在所しない株主が、インターネット等の手段を用い
て、株主総会に会社法上の「出席」ができる形態。

 現行の会社法の解釈において、「開催場所と株主との間で情報伝達の双方向性と即時
性が確保されている」ことを前提に、出席型による開催が許容されている。

 バーチャル出席を認める場合には、前提となる環境整備として、サイバー攻撃や大規模
障害等による会社側の通信障害を防止することが必要。

ハイブリッド出席型バーチャル株主総会

１．とりまとめ案の概要：ハイブリッド出席型バーチャル株主総会①

 合理的な対策としては、例えば、サイバーセキュリティ対策
を講じるとともに、バックアップを用意するほか、招集通知に
おいて、バーチャル出席の最中に通信障害が生じた場合の
ヘルプデスクの案内を記載するといった対策が考えられる。

（活用の前提となる環境整備）
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 株主総会という会社の機関としての機能発揮という面や、解釈上の要件として挙げられ
ている情報伝達の即時性、双方向性という観点から、特に整理が必要と考えられる点に
ついて論点整理を実施。

１．とりまとめ案の概要：ハイブリッド出席型バーチャル株主総会②

① 株主の本人確認
• 株主名簿上の株主の住所に送付された議決権行使書面に記載されたIDとパスワードを用いたログイ

ンをもって、当該株主の本人確認を行うことが妥当。
 なりすましの危険が高い場合、会社の規模や出席株主数によっては、二段階認証を行うなど、より厳格な本人確認を行うことも考え

られる。

② 株主総会の出席と事前の議決権行使の効力の関係
• リアル株主総会での受付実務と同様に、バーチャル出席株主の出席をログイン時にカウントし、同時に

事前の議決権行使の効力を取り消してしまうと、無効票を増やし、株主意思を正確に反映できない可
能性がある。

• したがって、バーチャル出席の場合には、決議における賛否の意思表明のタイミングにおいて、出席カウ
ントと事前の議決権行使の効力を取り消すのが妥当ではないか。
 その他、ログイン時に「ログインした場合、事前の議決権行使の効力は取り消されますがよろしいですか」といった確認画面を表示する

ことや、ログイン時にあらかじめ当日行使としての議決権行使を要求するなどの技術的工夫も考えられる。
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１．とりまとめ案の概要：ハイブリッド出席型バーチャル株主総会③

 論点の検討にあたっては、リアル株主総会のこれまでの実務を参考にしつつ、バーチャル
出席という新しい出席態様から生じ得る問題について、その特殊性に配慮した実務を検
討。

③ 株主からの質問・動議の取扱い

④ 議決権行使の在り方

⑤ その他（招集通知の記載方法、お土産の取扱い等）

• バーチャル出席株主については、物理的に議長と対峙していないことや、ほかの株主の動向や挙動につ
いて確認が困難であるなど、その出席態様の違いにより、リアル出席株主と比べて、質問や動議の提
出に対する心理的ハードルが下がると考えられる。また、質問や動議の内容についてコピー＆ペーストが
可能であるといった技術的な特徴から、質問の行使や動議の提出が濫用的に行われる可能性も否定
できない。

• したがって、バーチャル出席株主の質問や動議の取扱いについては、リアル株主総会での取扱いと差異
を設けることはやむを得ないと考えられる。
 あらかじめ用意されたフォームに質問や動議を書き込んで会社に送信し、受け取った会社側は、内容を確認したうえで議長において

その場で真に回答すべきものについてのみ回答するといった取扱いや、質問に文字数制限を課したり、送信期限を一定程度早く設
定するなども、許容され得る議事運営と考えられる。

• バーチャル出席株主の議決権行使については、事前の議決権行使としての電磁的方法による議決権
行使とは別のものとして整理されることから、当日の株主総会における決議時において、バーチャル出席
株主の賛否が把握できるシステムが必要。
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２．意見募集の結果について：結果概要

 募集期間：2019年5月22日（水）～2019年7月10日（水）
 提出方法：電子メールまたは郵送
 寄せられた意見：9件

 5月22日から意見募集をした結果、9件の意見が寄せられた。
 主な意見の概要は10ページ以降のとおり

内
訳

団体 3件
一般社団法人全国銀行協会、税経
システム研究所 商事法研究会、
一般社団法人日本経済団体連合会

企業 1件 金融機関

個人 5件 企業実務担当者 2名
個人投資家 3名






















